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研究成果の概要（和文）：大陸法に属する国々において、信託の理論化にあたり、フランスの「資産」をよりどころと
する議論が存する。そこで、フランス法自体がどのように信託を理論化しているのか研究し（信託の本質の解明）、こ
うした信託の構造を英米法型の信託と対照させた。さらには信託の構造および信託の本質が受託者の負うべき義務の内
容にいかなる影響を及ぼすのか分析した。

研究成果の概要（英文）：In civil law countries, the trend in justification of the trust is by using the 
French theory of "patrimony". Such theorization of trust leads to understanding the trust as type of 
special patrimony. This interest in French patrimony shows the necessity in discovering how the French 
law has actually conceptualized trust (that is, understanding the core structural elements of French 
trust). This study leads to examining how the difference in fundamental elements of trust, especially the 
Anglo-Saxon trust and the Civilian trust lead to the content of the obligation of the trustee.

研究分野： 民法、信託法
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１．研究開始当初の背景 
 
 (1) 信託の統一化？ 
 信託は、メイトランドの有名な言葉に代表
されるように「イギリス人によって達成され
た最も偉大で最も際立った特徴を有するも
の 」 （ Frederic Maitland, The 
Unincorporated Body, in 3 H.A.L. Fisher 
ed., The Collected Papers of Frederic 
William Maitland 271, 272 Cambridge, 
1911）として、英米法に固有のものであるこ
とが強調された。 
 しかし、他方で、大陸法の国々においても
信託（あるいはそれに類似の制度）が存在し
ているのもまた事実である。特に、近年にな
り、ヨーロッパにおいて、ヨーロッパ信託法
原則（1999 年）が公表され、またヨーロッ
パ私法共通参照枠草案 (2009 年；Draft 
Common Frame of Reference)の中に信託の
規定が設けられるなど、英米法の信託と大陸
法における信託あるいは信託類似の制度を
統一的に把握する試みも現れており、もはや
信託を英米法固有のものとして理解する考
え方は存在しない。 
 こうした信託統一化の試みの背景にある
のは、次のような事情である。一つには、ハ
ーグ信託条約の影響である。本条約は、主と
して信託の準拠法の統一ルールを定める目
的であるにもかかわらず、この条約が契機と
なり、大陸法の国々の中には、信託あるいは
信託類似の法制度を整備した国もある（フラ
ンスはそのような国の一つである）。もう一
つは、実務界（特に金融界）の財産隔離
（Ring-fencing）手段の多様性確保の要請に
ある。その背景には、信託は、法人格を取得
せずに、財産隔離を達成できる手段であり、
様々な制度設計において利用できる柔軟さ
もあることから、国際マーケットでの競争力
を維持する（あるいは高める）ために利用す
ることが望まれている点がある。まさしく財
産隔離手段に着目し、その確立に向けた EU
指令策定のためのプロジェクトも発足され、
その成果が公表されている（ S.C.J.J. 
Kortmann, D.J. Hayton, N.E.D. Faber, 
K.G.C. Reid and J.W.A. Biemans, Towards 
an EU Directive on Protected Funds 
(Kluwer, 2009)）。 
 様々な国において「信託」（あるいはその
類似制度）が立法され、さらにはその統一化
が試みられる中で、国際間における信託概念
の不統一が一層問題となる。その中でも、特
に、英米型信託と大陸型信託の対立構造が鮮
明化することになる。 
 こうした状況を反映して、信託について
様々な論点が提示されている。ここで近年示
されている主要なものを挙げると、次のよう
なものがある。まずは、①大陸型信託をどの
ように説明するのかという理論的根拠に関
する議論が挙げられる。さらには、② 商事
信託の普及により、多様な信託の活用や多様

な受託者権限のあり方が望まれるとしても、
「信託」といえるためには備えていなければ
ならない特徴が問題となる。この観点から、
受託者が負うべき義務の内容に関する議論
がある。また、③受益権の物的効力の説明を
中心とした、受益権の法的性質の再燃も挙げ
ることができる（近年の議論については、B 
McFarlane, The Structure of Property 
Law (Oxford and Portland, Oregon: Hart 
Publishing, 2008)が出発点となっている）。 
 本研究では、以上のような問題関心の中で
も、特に①と②に着目するものである。 
 
 (2) フランスの状況 
 フランス信託法は、2007 年に成立した。
それまで幾度かの立法が挫折に終わってい
る。脱税目的で信託が利用されることに対す
る警戒が強く作用したことにあったとされ
ているが、フランス私法体系との関連で言え
ば、信託が体系に整合的なのかという点に対
して慎重な態度が取られていたことを意味
する。したがって、大陸法の代表格であるフ
ランスにおいて体系整合性に対する問題に
いかに応じたか検討することが有用である。 
 フランス法は、権利客体として「財産
（bien）」概念を利用するため、無体物をも
含む柔軟性を有する。これは、我が国におい
て「物」を有体物規定（日本民法 85 条）に
限定する体系と対照的である。そして、フラ
ンスには、財産の一類型として、個々の財の
束を一つの権利客体として把握する「集合体
（universalité）」概念が存在し、体系を組み
立てるための概念として、すでに 19 世紀半
ばから展開されている。古くは家畜群や営業
財産、最近は有価証券のポートフォリオとい
った事実上の集合体（universalité de fait）
から、債権者の差押対象となる、いわゆる「責
任財産」の理論的正当化（人格の投影として
の資産（patrimoine））、あるいは相続メカニ
ズムにもこの概念が用いられる。そして、財
産隔離が生じる財産体として法上の集合体
（universalité de droit）という概念が用いら
れ、信託財産はこのコンテクストにおいて位
置づけられる。すなわち、信託が私法体系に
整合的か判断するメルクマールとして、まず、
フランス私法に通底する人格の投影として
の資産との関係が問題となる。信託が立法さ
れるまでは、独立の財産体を肯定することが
資産統一の原則に反するのではないかとい
うことが主張されていた。しかし、2007 年
の信託立法後は、人格とは切り離され、「目
的」によって拘束された財産体を認め、財産
隔離手段を肯定することから、意識的な変遷
を遂げている。 
 
２．研究の目的 
 
 我が国における信託法の歴史は長い。大陸
法系に属するにもかかわらず、すでに 1922
年に信託法が成立し、2006 年には大幅な改



正が行われた。信託の私法体系への整合性に
関する問題意識は共有されているし、体系整
合化に向けた様々な研究が蓄積されている。 
 本研究では、以下の点に着目した。すなわ
ち、①フランスの信託財産の構造を明らかに
することを通じて、我が国の信託財産の特徴
を浮き彫りにし、私法体系への接合を試みる
ことである（体系許容性）。敷衍すれば、フ
ランス法は、200 年以上にわたる権利客体に
関する議論の中で、（信託が立法されたのが
最近だとしても）信託法の私法体系への整合
化に関する議論の素地がある。同じ大陸法に
属する我が国と同じ問題意識を有しており、
我が国でもこの「財産」の構造からアプロー
チしている点から学ぶことは多いからであ
る。以上のような検討の上、英米型信託の特
徴と比較することによって、「信託」概念の
不統一性を明らかにする。 
 また、さらに、①において明らかとなる大
陸型信託の特徴を前提として、②信託が信託
と言えるために必要である要素は何かとい
う点に着目ものである。特に、受託者が負う
義務に関する議論に着目する。この点、英米
型信託においても、大陸型信託においても、
信託統一化の動きを参照することによって、
「信託」として有する同一性と異質性を明ら
かにできると考えた。 
 
３．研究の方法 
 
 (1)研究視角 
  以上の研究目的を達成するために、①に
ついては、まず、研究の素材として、フラン
ス法の状況を考察する。フランスにおいては、
前述のとおり体系整合性に対する豊富な議
論の蓄積が存するからである。これを踏まえ
た上で、英米型信託と大陸型信託の比較検討
を行う。②の信託が信託と言えるためには何
が必要かというという観点については、英米
において、受託者が負う義務の中で削減不能
な中核が何かという議論がなされており、そ
こでの問題意識が参照されなければならな
い。その上で、我が国においても、信託法改
正を機に、受託者義務の任意規定化を巡って、
信託であるといえるために削減できない義
務が問題となったため、そこにおいて展開さ
れている議論を参照する。 
 このような研究を通じて、主として大陸型
信託を英米法型信託と比較することによっ
て、その同質性と異質性を明らかにし、その
上で、信託であるためは何が必要かという信
託の本質の問題を検討するのが本研究であ
る。 
 
  (2)研究手法 
 本研究の研究方法の特徴としては、 申請
者が所属する研究機関(九州大学［2012 年 3
月まで］、学習院大学［2012 年４月以降］)
における個人的な文献研究が中心となるが、
国内外の研究者グループの研究会やシンポ

ジウム、それ以外にも実務家との交流を通じ
て、多角的に研究を発展させる方法を採用し
た点である。国内では、フランス物権法につ
いての研究会に定期的に参加した。フランス
においては、フィリップ・ショビレ（パリ第
１大学講師）、ニコラ・バンクタン教授(ポワ
ティエ大学)との意見交換を通じて研究の深
化を図り、さらには、パリ大学において開催
された研究会において、日仏の信託を比較す
る報告を行った。また、英米型信託との対比
という観点からは、最終年度である 2014 年
度にジェームズ・ペナー教授（シンガポール
大学）と意見交換をした。 
 
４．研究成果 
 大陸型信託の理論化にあたって要となる
のは、信託財産の独立性の基礎づけであり、
特に問題となるのは、受託者に移転した信託
財産につき、受託者個人の債権者の信託財産
への強制執行が排除される点を如何に説明
するかである。この点についてのフランス法
の研究の成果は次の通りである。 
 
(1) フランスの信託における信託財産 
 フランスの信託は、英米法型信託とは構造
的に異なる。フランスでは、英米法のような
所有権の二重性によって信託を構成するの
ではなく、「資産（patrimoine）」の観念を利
用することによって、信託の財産隔離（倒産
隔離）機能や物上代位を説明し、体系整合性
の問題を解決する。 
 資産論は、19 世紀後半のオーブリ＝ローに
よって展開された。資産とは、人が有するあ
らゆる積極財産と消極財産を含むもので、消
極財産は資産内の積極財産で担保されるた
め、積極財産と消極財産の相関関係が認めら
れる。また、資産内の財産は金銭的価値を有
するという共通の性質を有するため、代替性
を有する（物上代位性）。オーブリ＝ローは、
資産の観念に思想的な人格の説明概念とし
ての意義を認め、だからこそ資産は人格と同
様に分割や譲渡の対象とならないとした。し
かし、その後、資産概念はより技術的な概念
として歩み出す。そして、20 世紀初頭、特定
の目的に財産が充当されることで、複数の資
産が形成されることを認める、「充当資産
(patrimoine d’affectation)」論が登場す
る。ただし、充当資産と構成しても、積極財
産と消極財産の相関関係や物上代位性は維
持される（この点については、研究成果の〔図
書〕②および③）。 
 フランスの信託は、このような充当資産の
一つとして説明される。すなわち、信託とは、
委託者と受託者の契約

．．
により、受託者の下で

信託契約の目的にしたがって充当資産が形
成されるものである。 
 
(2)フランスの信託と英米型信託の比較 
 以上のフランスの信託を踏まえて、英米型
信託と比較すると信託が契約によって「資



産」を新たに誕生させるものであるという特
徴が次の点にあらわれている。 
①信託設定：フランスの信託が原則として契
約によって設定されるのに対して（フランス
民法典 2011 条）、英米型信託は、設定者が信
託を設定する旨宣言するという単独行為に
よって成立する。そして、英米型信託は、信
託の設定によって、受託者の所有権と受益権
の二重性が生じる点に力点が置かれる。その
ため、信託が商事目的で利用されるようにな
って初めて、受託者の負担する義務を契約で
定めること（あるいは権限の増減）の意味が
問われるようになり、信託の契約化という現
象が語られるようになった。 
②信託債務：フランスの信託においては、信
託債権者は信託財産に直接かかっていける
のが原則である（ただし、信託財産が不足す
る場合は、委託者が負担する。フランス民法
典 2025 条 2項）。これに対して英米型信託に
おいては、信託債権者は受託者に対して責任
追及し、受託者の個人財産でもって負担する
のが原則となる。 
③信託財産：フランスの信託において、信託
の設定によって、「資産」が形成され、積極
財産と消極財産の相関関係が生まれる。この
資産の形成によって、資産の中の物的代位が
説明される（ただし、フランス民法典には規
定がないが、学説上は概ね肯定される）。 
 
(3) 受託者の義務 
 以上のようなフランスの信託の本質を前
提に、こうした信託の本質論は受託者が負う
義務にどのように反映されるかが次に問わ
れなければならない。日本では、前述のよう
に任意規定性とその限界という形で、信託が
信託であるために受託者が負うべき義務の
内容がどのようなものかという形で問題と
なった。 
 フランスにおいては、立法段階で信託の内
容の自由創設性に言及されたが、その限界に
ついては特に問題とされていない。ただし、
注意が必要なのは、信託の再法制決定の問題
が提起されており、この中で、信託設定後に
委託者に認められた受託者に対する指図権
が広範に及ぶ場合には受託者に所有権の移
転があったとはいえないのではないかとい
う考えが提示されている。この見解によれば、
所有権が移転しているとは言えない場合に
は、委任契約と再法制決定するべきであると
いう主張される。ここでは、受託者が最低限
負担するべき義務の存在が前提とされてい
る。 
 以上のような信託の本質と受託者義務の
関係を検証し、日仏を比較するために、信託
遂行にあたって受託者に与えられた権限の
裏腹として課された義務（以下、【1】とする）、
信託財産の独立性を維持する上で受託者に
課された義務に（以下、【2】とする）分解し、
信託の本質論と義務の関係を模索した。 
 

① フランス 
 信託は、民法典の第 3 編第 14 章に他の契
約類型とともに規律される。信託の章の中で、
受託者の「義務」として明示されているもの
は極めて少ない。【1】につき、目的遂行義務
については、信託の定義規定（フランス民法
典 2011 条）より導くことができるが、遂行
するにあたり必要な具体的な注意義務の基
準は規律されていない。しかし、信託を契約
と捉えるならば、契約の一般法理が適用され、
善管注意義務の規定が及ぶことになる（フラ
ンス民法典 1137 条）。また、売買契約の規律
の中には、受託者の自己取引を禁ずる規定
（フランス民法典 1596 条）が設けられてお
り、いわゆる忠実義務の一片が規律されてい
る。フランスでは、受託者に対するチェック
機能として働く義務の規律が契約法理に委
ねられていることから、受託者が義務を負う
相手として委託者が想定される。それでは、
受益者と受託者の関係はどうか。受益者は、
目的遂行義務を媒介として、信託に同意した
受益者との関係でも義務が生じていると観
念することになる。委託者の信託への関与は、
委託者が信託監督人をいつでも選任でき、こ
の権利は予め放棄できないという強行規定
（フ民 2017 条）になっていることや、委託
者に対して負う報告義務（フランス民法典
2022 条）にも現れている。少なくとも、英米
で展開される契約法理ではない信認関係を
基礎として受益者との間に義務を観念する
ことはない。このようにしてみると、フラン
スの信託においては、委託者に権限を留保し
（我が国における投資信託のようなものを
想定）、委託者の指図によって受託者が動く
というような信託は肯定できるように考え
られる。 
 むしろ、信託に固有の規律は、信託が充当
資産を作り出すものであるため、【2】の充当
資産を維持するための義務にある。この点で
注目すべきは、帳簿作成義務である（信託に
関する 2007 年法 12 条、商法典 L. 123-12 条
から L. 123-15 条）。資産論の社会学的分析
により、資産の機能として、資産を単位とし
た貸借対照表が形成される点が指摘されて
いたが、信託につき独立の帳簿作成義務の規
律を設けることは、これと平仄が合う。他方
で、分別管理義務は学説上指摘されるものの、
明示規定がない（信託財産の公示は信託設定
の効力要件）。また、資産の観念からの演繹
という視点に立てば、財産隔離に関しては、
すでに民法に規定がある他の財産体、例えば
夫婦財産制の規律が、参考とされることにな
る。以上より、フランスでは、【2】の局面に
おける受託者の義務が履行されることによ
って、信託債権者が執行できる信託財産を特
定する機能があることになる。そして、信託
財産が責任財産となることが取引段階で明
らかなように、受託者は明示義務を負う（フ
ランス民法典 2021 条 1項）。 
 



② 受託者の義務の構造に関する日仏比較 
 以上より、フランスでは、民法の契約の一
般規定と「資産」から演繹するという構造が
認められる。そして、信託が契約に依拠する
という性質上、委託者によるガバナンスが色
濃い。他方で、日本においては、委託者と受
託者の契約によって信託が設定される場合
は、その契約によって受託者と受益者との間
の信認関係が発生するという構造になって
おり、【1】の義務はその信認関係として信託
の本質を反映する。ただし、信託契約によっ
て、委託者に指図権を与えることは可能であ
り、そのような場合には、委託者と受益者と
の関係が問題となる。日本の場合、義務が信
託法に網羅的なカタログとして規律されて
おり、受益者のガバナンスによる受益者の保
護の構造が鮮明である。その意味では、設定
後の信託に、契約の一般法理によって委託者
に対する義務をむやみに取り込むことに慎
重である。 
 また、【2】については、日本において、分
別管理義務が財産の性質毎に詳細に定めら
れているが、物理的な分別管理が原則となる
（日本信託法34条）。フランスと異なるのは、
取引の局面においては、受託者自身が取引主
体であり、かつ信託債権者は受託者の個人財
産に執行できるのであるから、受託者である
ことの明示義務は存在しない。よって、分別
管理によって達成される財産隔離（倒産隔
離）は信託債権者ではない者（例えば受託者
の個人債権者）による信託財産に対する執行
を排除することが主な機能であり、フランス
と異なり信託債権者が信託財産を執行する
際のメルクマールとしては機能しない。以上
より、日本は、信託財産を資産として性質付
ける構成にもなっていない。 
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